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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため、記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自 平成15年 
９月21日 

至 平成16年 
３月20日 

自 平成16年 
９月21日 

至 平成17年 
３月20日 

自 平成17年 
９月21日 

至 平成18年 
３月20日 

自 平成15年 
９月21日 

至 平成16年 
９月20日 

自 平成16年 
９月21日 

至 平成17年 
９月20日 

売上高（千円） 25,780,866 29,425,330 36,362,146 55,571,570 63,798,458 

経常利益（千円） 367,231 259,518 1,372 514,233 420,727 

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△）（千円) 
249,151 112,876 △13,964 393,922 301,253 

持分法を適用した場合の投

資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,029,250 1,029,250 1,029,250 1,029,250 1,029,250 

発行済株式総数（株） 6,780,000 6,780,000 6,780,000 6,780,000 6,780,000 

純資産額（千円） 6,778,111 6,953,378 7,059,250 6,916,381 7,140,842 

総資産額（千円） 19,834,899 24,796,529 32,782,665 23,059,027 28,008,619 

１株当たり純資産額（円） 999.72 1,025.57 1,041.19 1,018.52 1,053.22 

１株当たり中間（当期）純

利益又は１株当たり中間純

損失（△）（円） 

36.75 16.65 △2.06 56.51 44.43 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配

当額（円） 
－ － － 10.00 10.00 

自己資本比率（％） 34.2 28.0 21.5 30.0 25.5 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△174,180 △627,572 △469,963 425,099 1,036,805 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△1,046,938 △1,499,697 △3,653,397 △2,846,871 △4,993,788 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
1,069,677 2,120,296 3,985,560 2,897,725 3,908,894 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高（千円） 
1,261,604 1,882,026 1,703,111 1,889,000 1,840,912 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)

（人） 

428 

(1,021) 

500 

(1,401) 

608 

(1,835) 

490 

(1,081) 

562 

(1,446) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２．従業員数には準社員１名は含まれておりません。 

３．臨時従業員が前期に比べ、389名増加しておりますが、主としてＰＬＡＮＴ－５横越店、ＰＬＡＮＴ－５大

玉店の出店にともなう採用によるものであります。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月20日現在

従業員数（人） 608（1,835） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により民間設備投資も上向きに推移し、着実に景気の回復

が実感できるようになり、雇用の回復や所得の安定などにも影響が出始め個人消費も緩やかではありますが増加傾向

が見られるようになりました。しかしながら、当業界におきましては、依然としてオーバーストアによる競争の激

化、価格競争による客単価の減少傾向が続いていることから、経営環境としては厳しい状態のまま経過いたしまし

た。 

このような中、当社におきましては、平成17年11月21日に新潟県４店舗目となる「ＰＬＡＮＴ－５横越店」（新潟

県新潟市）、平成18年２月21日には初の福島県進出となる「ＰＬＡＮＴ－５大玉店」（福島県安達郡大玉村）をそれ

ぞれオープンし東北地方での展開の布石を築き始めました。この結果、当中間会計期間における売上高は36,362百万

円（前年同期比23.6％増）で増収となりましたが、刈羽店、瑞穂店、横越店、大玉店を除く既存店ベースでは平成18

年豪雪と寒波の影響で客数が減少し、客単価の下落も続いたことから同27,376百万円（前年同期比2.7％減）とやや低

調に推移いたしました。 

利益面におきましては、当中間会計期間も前中間会計期間に続きまして粗利益率の改善に取組みましたが、フーズ

を中心にロス率がアップしたため小幅の改善に留まり、一方、販売費及び一般管理費は販促強化に伴う広告宣伝費の

増加や新店２店の初期経費等が予想を上回り、経常利益は１百万円（前年同期比99.5％減）、中間純損失は13百万円

（前年同期は中間純利益112百万円）と減益となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の増加、有形固定資産の

取得による支出等により営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスになり、財務活動により資金を

調達しましたが、前事業年度末に比べ137百万円減少し、1,703百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は469百万円（前年同期比157百万円減）となりました。これ

は主に減価償却費616百万円（前年同期比174百万円増）及び仕入債務の増加額546百万円（前年同期比1,141百万円収

入増）があっものの、たな卸資産の増加額1,331百万円（前年同期比592百万円増）によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は3,653百万円（前年同期比2,153百万円増）となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出3,406百万円（前年同期比1,561百万円増）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は3,985百万円（前年同期比1,865百万円増）となりました。

これは主に長期借入金の返済による支出が1,246百万円（前年同期比534百万円増）あったものの、短期借入金の純増

加額1,400百万円（前年同期比1,200百万円減）及び長期借入れによる収入3,900百万円（前年同期比3,600百万円増）

によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当社は、小売販売を事業としており、生産実績については記載すべき事項はありません。 

(2) 仕入実績 

(3) 受注状況 

 当社は、小売販売を事業としており、受注実績については記載すべき事項はありません。 

(4) 販売実績 

① 品目別売上高 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前年同期比（％） 

フーズ（千円） 18,789,400 120.2 

ハウスキーピングニーズ（千円） 8,330,952 128.2 

ホームニーズ（千円） 1,981,503 144.6 

エンジョイニーズ（千円） 2,166,524 144.8 

合計（千円） 31,268,381 125.1 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前年同期比（％） 

フーズ（千円） 22,690,272 124.1 

ハウスキーピングニーズ（千円） 9,349,575 121.5 

ホームニーズ（千円） 2,091,322 123.1 

エンジョイニーズ（千円） 2,230,976 127.5 

合計（千円） 36,362,146 123.6 



② 店舗別売上高 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

店舗別 
当中間会計期間 

（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前年同期比（％） 

ジョイフルストアーみった 春江店

（千円） 
236,099 83.8 

ジョイフルストアーみった 丸岡店

（千円） 
159,480 96.8 

ジョイフルストアーみった みゆき店

（千円） 
410,799 91.1 

ジョイフルストアーみった 開発店

（千円） 
251,090 84.1 

ＰＬＡＮＴ-１ 鯖江店（千円） 332,695 86.0 

ＰＬＡＮＴ-２ 坂井店（千円） 2,244,923 89.4 

ＰＬＡＮＴ-２ 上中店（千円） 3,141,009 98.4 

ＰＬＡＮＴ-３ 津幡店（千円） 3,742,979 92.6 

ＰＬＡＮＴ-３ 川北店（千円） 4,140,554 94.7 

ＰＬＡＮＴ-３ 滑川店（千円） 3,572,951 97.2 

ＰＬＡＮＴ-４ 聖籠店（千円） 2,605,478 95.7 

ＰＬＡＮＴ-５ 見附店（千円） 3,246,612 105.5 

ＰＬＡＮＴ-５ 境港店（千円） 3,291,612 111.1 

ＰＬＡＮＴ-５ 刈羽店（千円） 1,861,316 144.2 

ＰＬＡＮＴ-６ 瑞穂店（千円） 4,503,500 － 

ＰＬＡＮＴ-５ 横越店（千円） 2,064,290 － 

ＰＬＡＮＴ-５ 大玉店（千円） 556,752 － 

合計（千円） 36,362,146 123.6 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、平成17年11月にスーパーセンターＰＬＡＮＴ－５横越店（新潟県新潟市）、平成18年２

月にスーパーセンターＰＬＡＮＴ－５大玉店（福島県安達郡大玉村）を開店いたしました。その設備の状況は、次の

とおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、構築物、機械及び装置、車両運搬具及び工具器具備品であり、建設仮勘定 

は含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

    ２．面積中（ ）内は賃借部分を外書きで示しております。 

    ３．従業員数の（ ）は臨時従業員数を外書きしております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  平成18年３月20日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物 

（千円） 

土地 
その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

面積(㎡) 金額(千円) 

 ＰＬＡＮＴ－

５横越店 

（新潟県新潟

市） 

店舗 1,564,722 
－ 

(86,623.58) 
－ 432,877 1,997,600 

 43 

(251) 

 ＰＬＡＮＴ－

５大玉店 

（福島県安達郡

大玉村） 

店舗 1,477,967 
－ 

 (85,316.00)
－ 283,397 1,761,364 

 44 

(234) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 23,120,000 

計 23,120,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,780,000 6,780,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,780,000 6,780,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年９月21日 

 ～ 

 平成18年３月20日 

－ 6,780,000 － 1,029,250 － 1,188,605 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）が 

   含まれております。 

  平成18年３月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三ッ田 勝規 福井県福井市 1,052 15.51 

三ッ田 美代子 福井県福井市 790 11.65 

有限会社ワイ・ティ・エー 福井県福井市古市２丁目４－20番地 640 9.43 

三ッ田 佳史 福井県福井市 550 8.11 

三ッ田 泰二 福井県福井市 550 8.11 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 394 5.81 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 223 3.29 

浅野 守太郎 福井県あわら市 200 2.94 

日興シティ信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都品川区東品川２丁目３番14号 195 2.87 

河合 寛政 福井県福井市 171 2.52 

計 － 4,765 70.29 

  投資信託 年金信託 計 

 日本マスタートラスト信

託銀行株式会社 
132千株 243千株 376千株 

 日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社 
54千株 38千株 92千株 

 日興シティ信託銀行株式

会社 
195千株 － 195千株 

  平成18年３月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,780,000 67,800 － 

単元未満株式 － － 
1単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 6,780,000 － － 

総株主の議決権 － 67,800 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年３月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,152 1,158 1,174 1,150 1,043 1,001 

最低（円） 1,012 951 959 979 964 900 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年９月21日から平成17年３月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年９月21日から平成17年３月20日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年９月21日から平成18年３月20日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年３月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,041,308   2,062,398 2,200,198   

２．売掛金   2,622   98,414 14,365   

３．たな卸資産   5,920,778   7,885,226 6,553,829   

４．繰延税金資産   76,301   85,341 125,975   

５．その他   112,194   244,609 147,296   

流動資産合計     8,153,205 32.9 10,375,990 31.7   9,041,665 32.3

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 6,034,049   10,324,304 7,588,838   

(2）土地 ※２ 4,195,724   4,191,944 4,195,724   

(3）建設仮勘定   2,249,450   1,945,135 2,803,436   

(4）その他   1,413,014   2,050,486 1,423,397   

有形固定資産合計     13,892,238 56.0 18,511,870 56.5   16,011,397 57.2

２．無形固定資産     705,143 2.8 994,831 3.0   731,927 2.6

３．投資その他の資産           

(1）敷金・保証金   1,167,542   1,553,410 1,373,460   

(2）繰延税金資産   333,437   419,056 328,165   

(3）その他 ※２ 544,961   927,505 522,004   

投資その他の資産
合計 

    2,045,941 8.3 2,899,972 8.8   2,223,629 7.9

固定資産合計     16,643,324 67.1 22,406,675 68.3   18,966,954 67.7

資産合計     24,796,529 100.0 32,782,665 100.0   28,008,619 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※３ 2,317,675   2,695,697 2,670,498   

２．買掛金 ※２ 3,306,021   4,949,174 4,428,282   

３．短期借入金 ※２ 3,900,000   2,600,000 1,200,000   

４．一年内返済予定の
長期借入金 

※２ 1,301,920   3,117,264 2,336,284   

５．未払法人税等   152,962   81,802 208,223   

６．賞与引当金   139,946   163,622 239,890   

７．その他   1,383,009   1,334,870 941,000   

流動負債合計     12,501,534 50.4 14,942,432 45.6   12,024,179 42.9

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年３月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 4,415,100   9,741,565 7,869,437   

２．退職給付引当金   263,949   326,506 293,283   

３．役員退職慰労引当
金 

  460,284   485,816 473,050   

４．その他   202,281   227,094 207,827   

固定負債合計     5,341,615 21.6 10,780,982 32.9   8,843,598 31.6

負債合計     17,843,150 72.0 25,723,415 78.5   20,867,777 74.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,029,250 4.1 1,029,250 3.1   1,029,250 3.7

Ⅱ 資本剰余金           

 資本準備金   1,188,605   1,188,605 1,188,605   

資本剰余金合計     1,188,605 4.8 1,188,605 3.6   1,188,605 4.2

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   257,312   257,312 257,312   

２．任意積立金   4,254,554   4,557,318 4,254,554   

３．中間（当期）未処
分利益 

  201,794   5,642 390,171   

利益剰余金合計     4,713,661 19.0 4,820,274 14.7   4,902,038 17.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    21,862 0.1 21,121 0.1   20,948 0.1

資本合計     6,953,378 28.0 7,059,250 21.5   7,140,842 25.5

負債・資本合計     24,796,529 100.0 32,782,665 100.0   28,008,619 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     29,425,330 100.0 36,362,146 100.0   63,798,458 100.0 

Ⅱ 売上原価     24,239,854 82.4 29,939,101 82.3   52,639,839 82.5

売上総利益     5,185,475 17.6 6,423,044 17.7   11,158,619 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    5,020,237 17.0 6,599,536 18.2   10,922,541 17.1

営業利益又は営
業損失(△) 

    165,237 0.6 △176,491 △0.5   236,077 0.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   152,433 0.5 238,353 0.7   296,595 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   58,152 0.2 60,488 0.2   111,945 0.2

経常利益     259,518 0.9 1,372 0.0   420,727 0.7

Ⅵ 特別利益     － － － －   250,000 0.4

Ⅶ 特別損失 ※３   45,252 0.2 17 0.0   75,800 0.2

税引前中間(当
期)純利益 

    214,265 0.7 1,355 0.0   594,927 0.9

法人税、住民税
及び事業税 

  135,165   65,693 371,231   

法人税等調整額   △33,775 101,389 0.3 △50,374 15,319 0.0 △77,557 293,674 0.4

中間(当期)純利
益又は中間純損
失(△) 

    112,876 0.4 △13,964 △0.0   301,253 0.5

前期繰越利益     88,918 19,607   88,918 

中間(当期)未処
分利益 

    201,794 5,642   390,171 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日）

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日）

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税引前中間(当期)純
利益 

  214,265 1,355 594,927

２．減価償却費   442,013 616,058 976,726

３．長期前払費用償却   16,700 33,374 32,600

４．賞与引当金の増加額
又は減少額（△） 

  △68,772 △76,268 31,172

５．退職給付引当金の増
加額 

  30,337 33,223 59,670

６．役員退職慰労引当金
の増加額 

  6,099 12,766 18,866

７．受取利息及び配当金   △8,176 △8,781 △16,393

８．支払利息   45,669 58,736 97,661

９．固定資産除却損   270 17 29,618

10．国庫補助金収入   － － △250,000

11．売上債権の増加額
（△）又は減少額 

  603 △84,049 △11,139

12．たな卸資産の増加額   △739,121 △1,331,396 △1,372,172

13．仕入債務の増加額又
は減少額（△） 

  △595,346 546,092 879,737

14．未払消費税等の増加
額又は減少額（△） 

  63,885 △116,257 85,727

15．役員賞与の支払額   △10,809 － △10,809

16．その他   67,105 83,732 224,111

小計   △535,274 △231,397 1,370,303

17．利息及び配当金の受
取額 

  4,304 4,595 5,809

18．利息の支払額   △50,337 △64,854 △96,288

19．法人税等の支払額   △46,264 △178,306 △243,018

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △627,572 △469,963 1,036,805

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日）

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日）

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．定期預金の預入によ
る支出 

  △75,000 △75,000 △709,286

２．定期預金の払戻によ
る収入 

  425,000 75,000 859,281

３．有形固定資産の取得
による支出 

  △1,844,436 △3,406,108 △5,258,465

４．無形固定資産の取得
による支出 

  △6,098 △16,180 △11,198

５．投資有価証券の取得
による支出 

  △8,439 △119,061 △16,977

６．敷金・保証金の増加
による支出 

  － △66,145 △130,500

７．敷金・保証金の返還
による収入 

  15,700 15,700 16,075

８．補助金収入   － － 250,000

９．その他   △6,422 △61,601 7,281

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,499,697 △3,653,397 △4,993,788

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．短期借入金の純増加
額又は純減少額
（△） 

  2,600,000 1,400,000 △100,000

２．長期借入れによる収 
  入 

  300,000 3,900,000 5,400,000

３．長期借入金の返済に
よる支出 

  △712,150 △1,246,892 △1,323,449

４．配当金の支払額   △67,553 △67,547 △67,656

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,120,296 3,985,560 3,908,894

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額又は減少額
（△） 

  △6,973 △137,800 △48,087

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,889,000 1,840,912 1,889,000

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※ 1,882,026 1,703,111 1,840,912

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

額等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価額等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原

価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 15～39年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備

えるため、過去の支給実績

を勘案し、当中間会計期間

の負担すべき支給見込額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備

えるため、過去の支給実績

を勘案し、当期の負担すべ

き支給見込額を計上してお

ります。 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務見込額に

基づき、当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、発

生年度の翌年度に一括費用

処理することにしておりま

す。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務見込額に

基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、発

生年度の翌事業年度に一括

費用処理することにしてお

ります。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

４．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からな

っております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(1）中間決算における税額計算 

 中間会計期間にかかる納

付税額及び法人税等調整額

は、当期において予定して

いる利益処分による圧縮積

立金及び特別償却準備金の

積立て及び取崩しを前提と

して、当中間会計期間に係

る金額を計算しておりま

す。 

(1）中間決算における税額計算 

同左 

  

────────── 

  (2）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

(2）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

(2）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

    ──────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

    ──────────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が、

13,900千円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が13,900千円減少しており

ます。 

──────────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割について、販売費及び一般管理費に

29,849千円を計上しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月20日） 

前事業年度末 
（平成17年９月20日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

3,359,319千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         4,446,485千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         3,840,562千円 

※２．担保資産 

(イ)担保に供している資産 

※２．担保資産 

(イ)担保に供している資産 

※２．担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 1,559,386千円

土地 1,842,618千円

その他（投資有
価証券） 

2,310千円

計 3,404,314千円

建物 1,653,426千円

土地 1,842,618千円

その他（投資有
価証券） 

2,430千円

計 3,498,474千円

建物 1,716,319千円

土地 1,842,618千円

その他（投資有
価証券） 

2,110千円

計 3,561,047千円

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

買掛金 18,457千円

短期借入金  2,000,000千円

一年内返済予定
の長期借入金 

494,400千円

長期借入金 2,299,470千円

計 4,812,327千円

買掛金 20,258千円

短期借入金  1,200,000千円

一年内返済予定
の長期借入金 

1,394,160千円

長期借入金 5,171,930千円

計 7,786,348千円

買掛金 25,388千円

短期借入金 1,000,000千円

一年内返済予定
の長期借入金 

894,480千円

長期借入金 3,618,850千円

計 5,538,718千円

※３．中間期末日満期手形の処理  

   中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

    なお、当中間期末日が金融機関の休日

であったため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれております。 

支払手形       120,896千円  

※３．   ────────── 

   

    

  

※３．  ──────────  

       

   

  



（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 6,882千円

賃貸料収入 67,257千円

受取利息 6,781千円

賃貸料収入 80,740千円

受取利息 13,665千円

賃貸料収入 144,376千円

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 45,669千円 支払利息 58,736千円 支払利息 97,661千円

※３．特別損失のうち重要なもの ※３.     ──────── ※３．特別損失のうち重要なもの 

４．減価償却実施額 

地震災害損失 44,125千円

４．減価償却実施額 

    

４．減価償却実施額 

地震災害損失 46,182千円

有形固定資産 433,584千円

無形固定資産 8,429千円

有形固定資産 606,255千円

無形固定資産 9,802千円

有形固定資産 959,178千円

無形固定資産 17,547千円

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成17年３月20日現在） （平成18年３月20日現在） （平成17年９月20日現在） 

現金及び預金勘定 2,041,308千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△159,281千円

現金及び現金同等物 1,882,026千円

現金及び預金勘定 2,062,398千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△359,286千円

現金及び現金同等物 1,703,111千円

現金及び預金勘定 2,200,198千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金等 

△359,286千円

現金及び現金同等物 1,840,912千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固
定資産
（その
他） 

2,434,459 973,295 1,461,163 

無形固
定資産
（ソフ
トウエ
ア） 

4,727 1,812 2,915 

合計 2,439,186 975,108 1,464,078 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固
定資産
（その
他） 

2,894,744 1,259,614 1,635,130

無形固
定資産
（ソフ
トウエ
ア） 

28,902 8,930 19,972

合計 2,923,647 1,268,544 1,655,103

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固
定資産
（その
他） 

2,651,152 1,173,974 1,477,178

無形固
定資産
（ソフ
トウエ
ア） 

4,727 2,285 2,442

合計 2,655,879 1,176,259 1,479,620

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 439,312千円

１年超 1,040,216千円

合計 1,479,528千円

１年内 497,088千円

１年超 1,178,718千円

合計 1,675,806千円

１年内 445,869千円

１年超 1,049,061千円

合計 1,494,930千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 238,265千円

減価償却費相当額 227,834千円

支払利息相当額 9,813千円

支払リース料 262,523千円

減価償却費相当額 259,078千円

支払利息相当額 8,757千円

支払リース料 473,780千円

減価償却費相当額 453,503千円

支払利息相当額 19,077千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 8,580千円

１年超 60,775千円

合計 69,355千円

１年内 44,580千円

１年超 473,195千円

合計 517,775千円

１年内 20,580千円

１年超 198,485千円

合計 219,065千円

  

───────── 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ませんので、項目別の記載は省略しており

ます。 

  

───────── 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年３月20日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成18年３月20日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年９月20日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 77,129 113,489 36,360 

(2)その他 39,043 39,382 339 

合計 116,172 152,872 36,700 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 80,729 117,949 37,219 

(2)債券 100,000 98,710 △1,290 

(3)その他 63,042 62,568 △473 

合計 243,771 279,227 35,456 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 78,929 113,909 34,980 

(2)その他 35,781 35,967 186 

合計 114,710 149,876 35,166 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当社は、デリバティブ取引を全く

行っておりませんので、該当事項は

ありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当社は、関連会社がないため、該

当事項はありません。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

１株当たり純資産額 1,025.57円

１株当たり中間純利益 16.65円

１株当たり純資産額 1,041.19円

１株当たり中間純損失     2.06円

１株当たり純資産額   1,053.22円

１株当たり当期純利益      44.43円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益は、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年９月21日 
至 平成17年３月20日)

当中間会計期間 
(自 平成17年９月21日 
至 平成18年３月20日)

前事業年度 
(自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
112,876 △13,964 301,253 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失（△）（千円） 
112,876 △13,964 301,253 

普通株式の期中平均株式数（株） 6,780,000 6,780,000 6,780,000 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第24期）（自 平成16年９月21日 至 平成17年９月20日）平成17年12月16日北陸財務局長に提出 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

  平成17年12月28日北陸財務局長に提出 

  事業年度（第24期）（自 平成16年９月21日 至 平成17年９月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま 

 す。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年６月１０日

株式会社 ＰＬＡＮＴ       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 平野 善得  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 服部 則夫  印 

  
  

  
      

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ＰＬＡＮＴの平成１６年９月２１日から平成１７年９月２０日までの第２４期事業年度の中間会計期間（平成 

１６年９月２１日から平成１７年３月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ＰＬＡＮＴの平成１７年３月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１６年９月２１日から平成１７年３月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年６月９日 

株式会社 ＰＬＡＮＴ       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西松 真人  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 服部 則夫  印 

  
  

  
      

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ＰＬＡＮＴの平成１７年９月２１日から平成１８年９月２０日までの第２５期事業年度の中間会計期間（平成 

１７年９月２１日から平成１８年３月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ＰＬＡＮＴの平成１８年３月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年９月２１日から平成１８年３月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損 

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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